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第４編 債権総論 
 

第１章 債権の意義 
 

 

 

 

 

学生 「物権のところで，物権は『誰に対しても主張できる権利』であり，債権は

『特定の人にしか主張できない権利』とありましたよね。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学生 「具体的には，イメージできないんですけど…。」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あなたも，毎日，債権を取得し，債務を負担しています。たとえば，コン

ビニでペットボトルを買えば，以下のような債権と債務が生じます。 

 

 

 

 

 

 

 

あなたがコンビニに対して要求できる「ペットボトルを渡せ」という権利

が「債権」であり，それに対応するコンビニの「ペットボトルを渡さない

といけない」という義務が「債務」です。また，コンビニがあなたに対し

て要求できる「お金を払え」という権利が「債権」であり，それに対応す

るあなたの「お金を払わないといけない」という義務が「債務」です。 

 

 

 

「物権」と「担保物権」が終わりましたので，「債権」に入ります。いつ

ものように，対比される概念と比較して考えてみましょう。 

そうです。以下のような図で説明しましたね。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンビニ 

ペットボトルを渡さないと 

お金を払え 

（債務） 

（債務） （債権） 

物権 人 人 
債権 

 

あなた 

ペットボトルを渡せ 

お金を払わないと 

（債権） 
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学生 「私には，債権も債務もあるんですね。」 

 

 

 

 

 

学生 「売買など『契約』のときじゃないんですか？」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

債権：特定の人（債権者）が，特定の人（債務者）に対して，特定の行為をす

ること（又はしないこと）を請求できる権利 

自分（債権者）から見ると「債権」であっても，相手（債務者）から見る

と「債務」になります。この「債権」と「債務」は，どういうときに発生

すると思いますか？ 

もちろん，「契約」の時にも発生しますが，それ以外に民法では，契約関

係にない者の間にも「債権」と「債務」を発生させる規定を置いています。

それが，以下の3つです。 

・事務管理 

・不当利得 

・不法行為 
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第２章 債権の目的 
 

第１節 特定物債権と種類債権（不特定物債権） 

 

 

 

 

 

 

 

 

学生 「漢字から考えると，『特定』されている『物』の『債権』と，『特定』『さ

れていない（不）』『物』の『債権』ですか？」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

債権を勉強するにあたって，債権を「特定物債権」と「種類債権（不特定

物債権）」に分けて考えることが重要です。この2つを対比して考えます

が，「種類債権（不特定物債権）」については，「不特定物債権」という

呼び名から考えた方が，イメージしやすいです。 

そうです。たとえば，あなたがＣＤショップでＣＤを買ったとします。そ

のＣＤが，中古品のコーナーで買ったＣＤであれば「特定物債権」ですが，

新品として店頭に置かれていたＣＤであれば「種類債権（不特定物債権）」

です。中古のＣＤは，傷などがついていますが，全く同じように傷んでい

るものはないため，同じ曲のＣＤであっても，この世に1つしか存在しま

せん。「特定物債権」は，“この世に 1つしか存在しない”，つまり，替

えが効かないということが，ポイントになります。それに対して，新品と

して店頭に置かれているＣＤは，世の中に同じ物がいくつもあります。

「種類債権（不特定物債権）」は，“世の中に同じ物がいくつもある”，

つまり，替えが効くということが，ポイントになります。なお，新品であっ

ても，厳密に言えば，配送の過程で傷がつくこともありますが，細かいこ

とは気にしないで下さい。法律の学習で，細かいことを気にしすぎるのは

危険ですので。 
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１ 特定物債権 

1. 意義 

特定物の引渡しを目的とする債権 

ex. 中古のパソコンの売買契約の買主が，売主に対して，「そのパソコン

を引き渡せ」と言える権利 

なお，不動産はすべて特定物である。 

2. 特質 

(1) 善管注意義務 

(a) 行為者の具体的な注意能力に関係なく，取引上，当該場合に行為者の職業，

その属する社会的・経済的地位等において一般に要求される程度の注意義務

が要求される（民法400条）。 

(b) この義務が課せられるのは，引渡しの時までであって，履行期までではな

い（通説）。 

ただし，債務者が履行期に弁済提供したが，債権者が受領しなかったとき

(=受領遅滞)は，債務者の責任は軽減され，債務者は悪意・重過失ある場合の

み賠償責任を負う。 

(2) 引渡義務 

債務者は，履行期における現状での引渡しをすれば足りる（民法 483条）。 

 

２ 種類債権（不特定物債権） 

1. 意義 

給付すべき物の個性に着目せず，種類と数量のみに着目する債権 

ex. 新品のパソコンの売買契約の買主が，売主に対して，「そのパソコン

を引き渡せ」と言える権利 

2. 特質 

(1) 特定以前の特質 

(a) 調達義務 

種類債権では，種類物が滅失・損傷しても，同種の物が市場に存する限り，

これを調達して給付しなければならないという無限の調達義務を債務者は負

う。世の中に同種の物があるかぎり，それを探してきて債権者に渡すことは

可能であるからである。 

(b) 引き渡すべき目的物の品質 

次の順序で決まる（民法401条 1項）。 

①法律行為の性質（ex. 民法 587条）又は当事者の意思 

↓ 

②中等の品質を有する物 
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(2) 種類債権の特定 

 

 

 

 

 

種類債権の特定：種類債権の目的物が特定のものに確定すること 

種類債権は，債務者に無限の調達義務が課されるが，このことは，債務者に

非常に重い責任を負わせることになる。そこで，一定の行為があった時を基準

として，それ以後は選定された物だけが債権の目的物となるとした(＝無限の調

達義務を負わなくなる)。 

(a) 特定を生ずる時期 

①債務者が物の給付をするのに必要な行為を完了したとき（民法 401 条 2

項前段） 

これは，債務者が債務の態様に応じ，するべきことをすべて終えて，

債権者が履行の場所で受け取ろうと思えばすぐに受け取れる状態に置い

た時である。債務の態様により異なる。 

 

 定義 確定時期 

持参債務 債務者が目的物を債

権者の住所又は指定

された場所で引き渡

すべき債務 

債権者の住所又は指定された場所において

現実の提供（債権者が協力（受領）すれば弁

済が完了する程度の準備をすること，民法

493条本文）をした時 

取立債務 債権者が目的物の所

在地に出向いていっ

て，目的物の引渡し

を受けるべき債務 

引渡しの準備をし，目的物を他から分離した

上で債権者に通知した時 

送付債務 債権者・債務者の住

所地以外の第三地に

目的物を送付すべき

債務 

①第三地での履行が義務の場合は持参債務

と同じである。 

②送付が債務者の好意による場合は発送の時 

 

瑕疵
か し

ある物の給付でも特定するか。 

→特定しない（通説）。 

（理由） 

瑕疵ある物の給付は，債務の本旨に従った履行とはいえず，債務者

民法４０１条（種類債権） 

２ 前項の場合（債権の目的物を種類のみで指定した場合，つまり種類債権の場合）にお

いて，債務者が物の給付をするのに必要な行為を完了し，又は債権者の同意を得てそ

の給付すべき物を指定したときは，以後その物を債権の目的物とする。 
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がするべきことをしたとはいえない。 

②「債権者の同意を得て，給付すべき物を指定したとき」（民法 401 条 2

項後段） 

(b) 特定の効果 

特定以後はその物が目的物となり（民法401条 2項），以下のような効果

が生じる。 

①無限の調達義務の消滅 

②善管注意義務の発生 

③危険の移転（民法534条 2項） 

④（特約のない限り）所有権の移転 

 

３ 制限種類債権 

種類物につき，さらに一定の範囲の制限を加えた物の給付を目的とする債権 

ex. 新宿店の棚にあるＣＤのうち 10枚 

※履行不能 

種類債権では，世の中からその種類の物が全部なくならない限り履行不能と

いうことはないが，制限種類債権にあっては，その限定された範囲内の物が全

部滅失すれば履行不能となる。 

ex. 新宿店が火事になり棚にあったＣＤが全焼したとき 

 

 

第２節 金銭債権 

 

１ 意義 

一定額の金銭の支払を目的とする債権 

 

２ 特質 

金銭債権は，種類債権の極限とでもいうべきものであり，目的物の特定（民法

401 条 2 項）も観念できないし，履行不能は生じない。世の中から金銭がなくな

ることはないからである。 

なお，外国の通貨で債権額を指定したときは，債務者は，履行地における為替

相場により，日本の通貨で弁済をすることができる（民法403条）。 
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第３節 利息債権 

 

 

 

 

 

 

 

１ 利息の発生原因 

約定利息：法律行為（契約）により発生する 

法定利息：法律の規定により発生する 

約定利息がなければ，債権者は弁済期までの利息を請求することはできない。

弁済期後の損害金については，約定がなかったとしても，当然に発生する（約定

がない場合の利率は，法定利率による）。 

 

２ 利率 

約定利息では当事者の約定による（利息制限法による制限あり）。 

定めのないとき及び法定利息の場合は法定利率による（民事法定利率は年 5分，

民法 404条）。 

※重利 

利息の支払の延滞があっても当然に重利となるわけではない。 

利息の支払が 1年分以上延滞した場合に，債権者が催告をしても，債務者が

その利息を支払わないときに，債権者はこれを元本に組み入れる（重利）こと

ができる（民法405条）。 

 

第４節 選択債権 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 意義 

数個の給付のうちから選択されたいずれかの給付を目的とする債権 

（設例） 

Ａは，Ｂに対して，甲乙2つのＣＤのうちのどちらかをＢに給付する旨を

約した。ＡとＢのどちらが選択するかについて特に定めていなかった場合に

は，ＡとＢのどちらが甲又は乙のＣＤを選択することになるか？ 

 

 

 

（設例） 

Ａが，Ｂに対して，平成25年 7月 1日，利息及び損害金の定めをせずに

弁済期を平成 26 年 7 月 1 日として，100 万円を貸し付けた。Ｂが，Ａに対

して，平成27年 7月 1日に返済する場合には，いくら返済しなければなら

ないか？ 

利息：利子のこと 

Ａ Ｂ 

甲 乙 

or 
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２ 選択債権の特定 

選択債権の目的は選択的に定まっているにすぎないから選択によって一つの給

付に特定するまでは，債権を実行することも強制履行することもできない。そこ

で，民法は選択の方法と特定について詳細な規定を設けている。 

1. 選択による特定 

(1) 選択権者 

 

 

 

 

 

(a) 選択権者は原則として債務者（民法 406条）であるが，特約で債権者又は

第三者にすることも可能である。 

 

 

 

 

 

(b) 弁済期において，相手方から相当の期間を定めた催告があっても選択しな

いときは，選択権が相手方に移転する（民法408条）。 

(c) 第三者が選択権を有する場合に，その第三者が選択をすることができず，

又は選択をする意思を有しないときは，選択権は債務者に移転する（民法409

条 2項）。原則に戻るわけである。 

(2) 選択の方法 

(a) 当事者がするときは，相手方に対する意思表示による（民法 407条 1項）。 

(b) 第三者がするときは，債権者又は債務者に対する意思表示による（民法409

条 1項）。 

(3) 選択の効果 

選択があった場合，選択債権から普通の債権に転化する。 

(a) 特定の遡及効 

選択の効力は，債権発生の時にさかのぼる（民法411条本文）。 

(b) 撤回不可 

選択すると，次の者の承諾を得なければ，撤回することができなくなる（民

法 407条 2項）。 

・（当事者の選択の場合）相手方 

・（第三者の選択の場合）債権者･債務者双方 

民法４０６条（選択債権における選択権の帰属） 

債権の目的が数個の給付の中から選択によって定まるときは，その選択権は，債務

者に属する。 

【民法の考え方】 

「選択債権は原則として債務者が選択するべきである」というのが，民法

の考え方です。 
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2. 不能による特定 

(1) 原始的不能のとき 

給付の一部が原始的不能のときは，残部に特定する（民法410条 1項前段）。 

(2) 後発的不能のとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) その原因が選択権を有する当事者の過失によるものか，両当事者に過失の

ない場合は，残部に特定する（民法 410条 1項後段）。 

(b) その原因が選択権を有しない当事者の過失によるものである場合は，特定

しない（民法410条 2項）。 

 

選択権者 

後発的不能 

原始的不能 債権者の 

過失 

債務者の 

過失 

第三者の 

過失 
不可抗力 

債権者 ○ × ○ ○ 

○ 債務者 × ○ ○ ○ 

第三者 × × ○ ○ 

（○：残部に特定する ×：特定しない） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※特定しない場合の扱い 

選択権者は不能となった物を選択することができ，その場合，債権者が選択

権者であれば相手方に対し履行不能による損害賠償を請求でき，債務者が選択

権者ならば，責めに帰すことのできない事由による履行不能を理由として債務

の消滅を主張できる（民法415条にあたらず，民法536条2項の前提となる）。 

（設例） 

Ａは，Ｂに対して，甲乙2つのＣＤのうち，Ａが選んだ方をＢに給付する旨を

約した。その後，Ａの過失により甲が壊れた。ＡはＢに，乙を渡せばすむのか？ 

 

 

 

 

 

【思い出し方】 

・当事者（債権者又は債務者）の過失ではない → 特定する 

・当事者（債権者又は債務者）の過失である  

→ 過失のある者と選択権者が同一人であるときは，特定する 

→ 過失のある者と選択権者が同一人でないときは，特定しない 

甲 乙 

or 

Ａ Ｂ 

選択権 

過失により 

滅失 



 

 

10 

第３章 債権の効力 
 

第１節 総説 

 

債権者は債務者に対し，特定の行為すなわち給付を行うべきことを請求する権

利を有し，債務者はこれに対し給付すべき義務を負う。 

※特殊な債務 

特殊な債務として自然債務というものがある。 

自然債務：債務者が任意に給付しない場合には債権者が訴求することができ

ない債務 

ex. 消滅時効を援用した債務（民法 508条），不法原因給付（民法 708条

本文），不起訴の特約のある債務 

債務が存在する以上，自然債務の弁済は非債弁済（民法705条）とならない。 

cf. 非債弁済：広義では債務がないのに弁済することをいい，狭義では債務

が存在しないことを弁済者が知りながら弁済として給付をす

ることをいう。民法705条は狭義の非債弁済を規定する。 

 

 

第２節 債務不履行 

 

契約は守られなければならないが，実際には必ずしもそうはいかないので，往々

にしてトラブルが生じる。債務者が，正当な理由なしに債務の本旨に従った給付

をしないとき，これを債務不履行といい，債権者は次のような手段を採ることが

できる。 

 

 

 

 

 

 

ここでは，これら債務不履行の要件と効果についてみていくが，債務不履行は，

3つの態様，すなわち履行遅滞，履行不能，不完全履行に分けられる。 

 

                履行遅滞（下記Ⅰ） 

債務不履行       履行不能（下記Ⅱ） 

                不完全履行（下記Ⅲ） 

債務不履行 

強制履行・損害賠償請求 

解除・損害賠償請求 
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（設例） 

Ａは，Ｂに対して，平成27年 5月 1日に，代金と引き換えに甲パソコン

を引き渡す旨を約した。しかし，Ｂが，Ａに対して，平成27年 5月 1日に

代金を提供したにもかかわらず，ＡはＢに対して甲パソコンを引き渡さな

かった。Ｂが，その甲パソコンを履行期以降に直ちに使用できなかったため

に負った営業上の損害の賠償をＡに請求する場合に，Ａに甲パソコンを引き

渡さなかったことについて帰責性がある必要があるか？ 

Ⅰ 履行遅滞 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

１ 意義 

履行遅滞：履行が可能であるのに，履行期までに履行されないこと 

 

２ 要件 

①履行可能性 

②履行期の徒過 

③債務者の責めに帰すべき事由 

④履行遅滞に陥ったことが違法なこと 

1. 履行可能性（要件①） 

履行が不可能となれば，履行不能の問題となる。 

2. 履行期の徒過（要件②） 

※消滅時効の起算点と履行遅滞を生ずる時期について，「総則」の第11章第

3節の表を参照 

3. 債務者の責めに帰すべき事由（要件③） 

(1) 意義 

債務者の故意又は過失のことである。 

条文上は履行不能の場合にのみ帰責事由を要求しているが（民法 415条後段），

履行遅滞・不完全履行においても帰責事由が必要とされる。 

(2) 帰責事由の立証責任 

帰責事由の立証責任は，条文上は債権者にあるようにも読めるが，債務者に

ある（大判大 14.2.27）。債務は履行するのが当たり前であり，履行しない方

に過失があると推定されるからである。よって，債務者は，履行の遅延が自己

立証責任：自己に有利な立場へ裁判を進めるための証拠を挙げる，裁判上の責任。 

民法４１５条（債務不履行による損害賠償） 

債務者がその債務の本旨に従った履行をしないときは，債権者は，これによって生

じた損害の賠償を請求することができる。債務者の責めに帰すべき事由によって履

行をすることができなくなったときも，同様とする。 
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の側の落ち度によるものでないことを証明しない限り，履行遅滞の責任を免れ

ることはできない。 

4. 履行遅滞に陥ったことが違法なこと（要件④） 

債務者に同時履行の抗弁権（民法 533条），留置権（民法295条）等履行遅

延を正当化するような事由のある場合には，履行遅滞の責任は生じない（通説）。 

 

３ 効果 

①本来的給付の追及（現実的履行の強制） 

履行遅滞となっても債権者は依然として本来の給付の請求ができ，履行の強

制が可能である。 

なお，本来的給付の追及には債務者の帰責事由は不要である。給付をするの

が当たり前であるからである。 

②契約の解除 

相当の期間を定めて催告し，履行されない場合は解除できる（民法 541条）。 

③損害賠償請求 
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Ⅱ 履行不能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 意義 

履行不能：債権成立後に，債務者の責めに帰すべき事由により履行ができなく

なること 

 

２ 要件 

①履行が不能であること 

②債務者の責めに帰すべき事由によること 

③不能の原因が違法であること 

1. 履行が不能（後発的不能）であること（要件①） 

不能であるかどうかは，物理的不能に限らず，社会の取引観念に従って定め

られる。法律的不能・社会的不能でもよい。 

ex. 不動産の二重売買の場合にも，原則として第三者に移転登記がなされた

時に，売主の債務は法律的不能になるので，履行不能となる（最判昭

35.4.21）。 

2. 債務者の責めに帰すべき事由によること（要件②） 

債務者の故意又は過失のことである。履行遅滞後の履行不能については，不

可抗力によるものでも債務者の責めに帰すべきものとなる（大判明 39.10.29）。 

 

３ 効果 

①契約の解除 

解除の前提として，催告（民法 541条）は不要である。履行が不能になって

いるため，催告をしても無意味であるからである。 

②損害賠償請求 

民法４１５条（債務不履行による損害賠償） 

債務者がその債務の本旨に従った履行をしないときは，債権者は，これによって生

じた損害の賠償を請求することができる。債務者の責めに帰すべき事由によって履

行をすることができなくなったときも，同様とする。 

（設例） 

Ａは，Ｂに対して，約定の期日に代金と引き換えに中古パソコンを引き渡

す旨の約定をしたが，当該期日前に，Ａの不注意により，当該中古パソコン

を滅失してしまった。Ｂが契約を解除する場合には，Ａに対して，その前提

として相当の期間を定めて催告をする必要があるか？ 
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Ⅲ 不完全履行 

 

 

 

 

 

 

１ 意義 

不完全履行：債務の履行として履行がされながら，それが債務の本旨に従った

ものではないこと。条文では明記されていないが，通説は，この

不完全履行についても，履行遅滞・履行不能と並ぶ債務不履行の

一形態と解する。 

 

２ 要件 

①一部の履行がされたこと 

②給付が不完全なこと 

③債務者の責めに帰すべき事由によること 

④不完全な履行であることが違法であること 

1. 履行がなされたこと（要件①） 

履行行為が全くないときは，履行遅滞又は履行不能の問題となる。履行とし

て何らかの給付がなされることが，不完全履行の特色である。 

2. 給付が不完全なこと（要件②） 

債務者は債務の本旨に従って履行しなければならず（民法493条参照），本

旨に従わない履行は，すべて広い意味での不完全な履行である。 

3. 債務者の責めに帰すべき事由によること（要件③） 

債務者の故意又は過失のことである。 

 

３ 効果 

①完全な履行の請求（追
つい

完
かん

請求） 

完全な履行がなお可能な場合には，債権者は瑕疵のないものの給付を請求す

るとともに，追完するために履行期を徒過すれば履行遅滞による損害の賠償を

請求できる。なぜなら，瑕疵あるものの給付は，債務の本旨に従った履行では

ないから，債権は弁済によって消滅せず，従って，瑕疵のないものの給付の請

求権を失わないからである。 

②契約解除 

③損害賠償請求 

（設例） 

Ａは，Ｂに，弁当を 10 人分頼んだのに，5 人分しか届かなかった。この

場合に，ＡはＢに対して，いかなる請求をすることができるか？ 
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（設例） 

Ｂは，あらかじめＣに時価を超える有利な価格で転売するつもりで，Ａか

ら甲土地を買い受ける旨の契約を締結していたが，Ａは甲土地をＤに二重譲

渡し，Ｄが所有権移転の登記を経由した。ＢがＡに対して債務不履行による

損害賠償請求をする場合，ＢがＣから得られるはずであった転売利益をも損

害額として含めることは可能か？ なお，Ａは，Ｂが時価を超える有利な価

格で転売することを予見することが可能であった。 

第３節 損害賠償 

 

１ 意義・趣旨 

債務不履行の結果，債権者に損害が生じれば，損害賠償の請求ができる（民法

415 条）。しかし，債務不履行から生ずる一切の損害を賠償しなければならない

とすると，賠償範囲が際限なく拡大するおそれもある。そこで民法 416条は，賠

償すべき損害を合理的な範囲に制限する旨を定めた。 

 

２ 賠償すべき損害の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 損害の内容 

発生した損害が財産上のものであっても，精神上のものであっても賠償を請

求できる。また，損害賠償は別段の意思表示がないときは，金銭をもってその

額を定める(金銭賠償の原則，民法 417条)。なお，積極的損害（既存財産の減

少，ex. 代替物を購入した場合の購入代金）であると，消極的損害（得べかり

し利益の喪失，ex. 転売利益）であるとを問わない。 

2. 民法 416条の構造 

 

 

 

 

 

 

判例は，損害賠償の範囲について，相当因果関係説を採る（大判大 4.2.8）。

相当因果関係説とは，民法416条は相当因果関係の範囲内での損害の賠償を定

めているものと考える説である。 

民法 416条 1項は，この相当因果関係の原則を宣言し，民法416条 2項は，

その基礎となすべき特別の事情の範囲を示す。特別損害は，「当事者」（債務

者）の予見可能性があれば相当因果関係存否の判断基礎となる。 

民法４１６条（損害賠償の範囲） 

１ 債務の不履行に対する損害賠償の請求は，これによって通常生ずべき損害の賠償をさ

せることをその目的とする。 

２ 特別の事情によって生じた損害であっても，当事者がその事情を予見し，又は予見す

ることができたときは，債権者は，その賠償を請求することができる。 
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（設例） 

(1) Ａは，Ｂに対して，平成27年 5月 1日を返済期限として100万円を貸

し付けたが，Ｂは期日になってもＡに貸金の返済をしなかった。この場合，

ＡがＢに対して債務不履行による損害賠償を請求するためには，Ａは損害

を証明することを要するか？ 

(2) 上記(1)の事例において，Ｂは，不可抗力によって返済できなかった場

合に，損害賠償請求を拒むことができるか？ 

（理由） 

損害賠償が無限に拡大するのを防ぎ，公平の観点から合理的な範囲に制限

すべきであるというのが損害賠償制度の趣旨である。 

 

３ 賠償法理に関する諸制度 

1. 金銭債権の特則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※趣旨 

現実社会で最も頻繁に発生する金銭債務について，画一的なルールを設け

て，法律関係を迅速に確定させる。 

2. 過失相殺
そうさい

 

 

 

 

 

 

 

 

民法４１９条（金銭債務の特則） 

１ 金銭の給付を目的とする債務の不履行については，その損害賠償の額は，法定利率に

よって定める。ただし，約定利率が法定利率を超えるときは，約定利率による。 

２ 前項の損害賠償については，債権者は，損害の証明をすることを要しない。 

３ 第 1 項の損害賠償については，債務者は，不可抗力をもって抗弁とすることができ

ない。 

（設例） 

Ａは約定の日に売買の目的物であるパソコンを引き渡そうとしたが，Ｂが

Ａに紛らわしい引渡し場所を指定していたので，Ａは約定の日に当該パソコ

ンを引き渡すことができなかった。その後，ＢからＡに対して履行遅滞に基

づく損害賠償請求訴訟が提起された場合，裁判所は，Ｂの過失を考慮しなけ

ればならないか？ 
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(1) 意義 

過失相殺：債務不履行に関し，債権者にも過失があったときは，裁判所が，

賠償の責任及び金額を定めるにつき，これを考慮すること（民法

418条） 

(2) 趣旨 

自己の不注意に基づく損害を他人に転嫁することは公平の理念に反すること

から認められる。 

(3) 要件 

債務不履行に関し，債権者に過失があること。 

(4) 効果 

賠償額が減額され得るのみならず，賠償の責任の有無を定めることもできる。

裁判所は債権者の過失を認定した以上必ず考慮(=必要的考慮)しなければなら

ない。 

3. 損益相殺 

債務不履行は，債権者に損害を与えると同時に，利益を与え，又は出費を免

れさせることがある。 

ex. 請負人が勝手に建物の建築を中断した場合，注文者は請負人に対して債

務不履行による損害賠償を請求できるとしても，建物の建築を中断した

ことにより，中断以後の労賃や材料費の出費を免れることがある。 

このような場合には，その利益が債務不履行と相当因果関係に立つものであ

る限り，これを損害額から控除すべきである（損益相殺）。 

4. 損害賠償額の予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民法４１８条（過失相殺） 

債務の不履行に関して債権者に過失があったときは，裁判所は，これを考慮して，

損害賠償の責任及びその額を定める。 

（設例） 

Ａが，Ｂに対して，甲建物を売却する契約を締結した際，ＡがＢに対して

甲建物を引き渡すことができないときは，3000万円を支払う旨を約定した。

Ａが甲建物を引き渡すことができず，Ｂから履行不能に基づく損害賠償請求

訴訟が提起された場合において，ＡがＢの損害が 3000 万円を下回ることを

証明したとき，裁判所は，支払額を減額することができるか？ 
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(1) 意義 

損害賠償額の予定：当事者間で債務不履行があった場合の損害賠償額をあら

かじめ取り決めておくこと 

(2) 趣旨 

その目的は，損害の発生，及びその額を債権者が立証する面倒を避け，それ

に絡まる紛争を予防するところにある。 

また，債務者の負担軽減として使われる場合もある。 

(3) 要件 

当事者間の契約による。 

(4) 効果 

(a) 債権者は債務不履行の事実さえ証明すれば，損害の発生・損害額を証明す

ることなく予定額の賠償請求ができる。 

(b) 予定額と実損害が異なっても当事者は増減の請求はできない。また，裁判

所も増減できない（民法420条 1項）。ただし，過失相殺はできる（最判平

6.4.21・通説）。 

民法４２０条（賠償額の予定） 

１ 当事者は，債務の不履行について損害賠償の額を予定することができる。この場合に

おいて，裁判所は，その額を増減することができない。 

２ 賠償額の予定は，履行の請求又は解除権の行使を妨げない。 
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第４節 受領遅滞（債権者遅滞） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 意義 

債務者が債務の本旨に従った履行（弁済）の提供をしたにもかかわらず，債権

者が必要な協力をしないため，履行が遅延している場合，債務者を保護するため，

遅滞の責任を債権者に負わせることにした。債権者が受領するまで債務者は履行

の提供をし続けなければならず，債務から解放されないというのでは，債務者に

酷だからである。 

 

２ 受領遅滞の法的性質 

上記設例において，Ａが約束の日にパソコンを引き渡さなければＡは履行遅滞

となる。それは，Ａが約束の日にパソコンを引き渡す義務を負っているからであ

る。それに対して，Ｂが，約束の日にパソコンを受け取らなかった場合はどうな

るか？ 民法は，この場合にもＢが「遅滞の責任を負う」としている（民法 413

条）。これを「受領遅滞」という。 

ところで，この場合にＢはパソコンを受け取る義務を負っているのか？ 

パソコンを受け取るのはあくまで権利であって義務ではないと考えるのであれ

ば，Ｂは義務違反がないにもかかわらず遅滞の責任を負うということになる。従っ

て，受領遅滞は債務不履行責任ではなく，法が特に定めた責任ということになる

（法定責任説）。 

逆に，Ｂもパソコンを受け取る義務を負っていると解するのであれば，Ｂはそ

の義務に違反したために遅滞の責任を負うということになる。従って，受領遅滞

は債務不履行責任ということになる（債務不履行責任説）。 

そして，どちらの考え方を採るかによって，受領遅滞は債権者の過失を要件と

(設例) 

ＢがＡからパソコンを買ったが，Ｂが，約束の日にパソコンを受け取ら

なかった。この場合に，Ｂは，どのような責任を負うか？ 

 

 

 

 

民法４１３条（受領遅滞） 

債権者が債務の履行を受けることを拒み，又は受けることができないときは，その債

権者は，履行の提供があった時から遅滞の責任を負う。 

受け取りたくない 

Ａ Ｂ 

売買 
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するか，その効果として損害賠償請求権や解除権が発生するか等の点で結論が異

なってくる。 

 

法定責任説（最判昭40.12.3・通説）※ 債務不履行責任説（契約責任説） 

受領遅滞責任は，債務不履行責任

ではなく，公平の観念から信義則

上認められた法定責任である。 

債権者は弁済を受領すべき法律上

の義務を負い，受領遅滞は，債権

者の債務不履行責任である。 

（理由） 

債権は権利であって義務でな

く，債権者は特約ない限り自己の

権利を行使するかしないかの自由

がある。 

（理由） 

契約当事者は，信義則上給付の

実現に協力すべき義務を負う。 

（要件） 

①債務者の弁済の提供があること 

②債権者の受領拒絶又は受領不能

があること 

※債権者の帰責性は不要である

（無過失責任）。 

（要件） 

①債務者の弁済の提供があること 

②債権者の受領拒絶又は受領不能

があること 

③上記②が債権者の責めに帰すべ

き事由に基づくこと（過失責任） 

（効果） 

弁済提供の効果とほとんど同様で

ある。債務者は，遅滞の責任は負わ

ないが，解除や損害賠償請求はでき

ない。 

（効果） 

弁済の提供の効果に加え，債務不履

行の効果として債務者からの契約の

解除・損害賠償請求も認められる。 

 

※法定責任説は債務者に酷？ 

法定責任説は受領義務を認めないことから，売主（債務者）は解除等をする

ことができず契約をした目的を達することができないのに契約に拘束させられ

酷ではないかという問題がある。しかし，この立場においても，以下のような

理由で債務者に別段の不利益を生じさせないことも可能である。 

すなわち，一般に，双務契約関係においては，受領遅滞にある債権者は，多

くの場合，同時に自己の負う反対債務（代金支払）に関して履行遅滞に陥って

おり，その効果として，相手方（債務者）は，契約解除及び損害賠償による保

護を受けることができる。前記の設例でいうと，Ｂは売買代金を支払っていな

い蓋然性が高いであろうから，Ａは，Ｂの代金支払義務の債務不履行に基づい

て，契約解除及び損害賠償をすることができる蓋然性が高い。つまり，法定責

任説を採っても，売主（債務者）を酷な立場に置くわけではないのである。 
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たとえば，あなたが私に30万円を貸していて，私はＡさんに30万円を貸し

ていたとします。私には，Ａさんに対する30万円の貸金債権以外に他に目

ぼしい財産がありません。私は，Ａさんから30万円を回収しても，どうせ

あなたにその30万円を回収されるとわかっているため，Ａさんに「30万円

を返せ！」と言いませんでした。どう思いますか？ 

 

第５節 責任財産の保全 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 債権者代位権 
 

 

 

学生 「どんな話なんですか？」 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

学生 「そんなの困ります！Ａさんから回収してくれれば私の分が回収できるの

に。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

【債権者代位権と詐害行為取消権に共通する視点】 

（趣旨） 

債務者の責任財産（強制執行の対象となる財産）の保全 

 

この 2 つの制度では，債権者平等の原則を守りきれていません。 

「債権者代位権」の話からです。 

あなた 

 

私 Ａ 

30万円 

ですよね。そこで，あなたが，私に代わってＡさんから30万円を回収でき

るという制度を設けました。それが，「債権者代位権」です。この「債権

者代位権」は，債権者を消極的に害しているにすぎないという点が特徴で

す。つまり，債務者は何もせずに，債権を放置しているにすぎないという

ことです。そして，債権者代位権の行使とは，本来あるべき姿（債務の履

行）を実現するものであるという点も，重要になってきます。 

 

しかし 

30万円 

責任：債務者の財産が執行の目的となること 
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１ 意義 

債権者が自己の債権を保全するため，債務者に属する権利を代位行使する制度 

【債権者代位権の当事者】 

 

 

 

 

 

 

ＢにＣに対する債権以外に目ぼしい財産がない場合，その債権が時効消滅し

たりしたらＡはＢから弁済を受けることができなくなるおそれがある。そこで，

ＡはＢのＣに対する債権をＢに代わって行使し，Ｂの責任財産を保全すること

ができる。 

 

２ 債権者代位権の対象 

1. 対象となり得る権利 

責任財産を構成する権利のすべてである。財産権であれば，債権・物権的請

求権等の請求権であるとを問わず，債権者代位の対象となる。例えば，以下の

ような権利が対象となる。 

・取消権，解除権，買戻権等の形成権 

・消滅時効の援用（最判昭43.9.26） 

2. 対象となり得ない権利 

債権者代位権は責任財産保全のための制度であるから，責任財産を構成しな

い権利は代位行使できない。 

(1) 一身専属権 

一身専属権は，権利を行使するかどうかが権利者の個人的意思に委ねられな

ければならないため，債権者が代位して行使することができない（民法 423条

1項ただし書）。 

ex. 扶養請求権（民法877条以下），慰謝料請求権，財産分与請求権（民

法 768条） 

民法４２３条（債権者代位権） 

１ 債権者は，自己の債権を保全するため，債務者に属する権利を行使することができる。

ただし，債務者の一身に専属する権利は，この限りでない。 

２ 債権者は，その債権の期限が到来しない間は，裁判上の代位によらなければ，前項の

権利を行使することができない。ただし，保存行為は，この限りでない。 

 

Ｂ Ｃ 

被保全債権 

Ａ（債権者） 

((Ａから見て)債務者) 

 

((Ａから見て)第三債務者) 

被代位債権 
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しかし，一定額を支払うことを内容とする合意又はかかる支払を命ずる債務

名義が成立した等その具体的な金額が当事者間において客観的に確定したとき

は，代位行使が可能となる（最判昭 58.10.6）。 

cf. なお，財産分与請求権（民法 768条）を被保全債権とする債権者代位権

の行使についても，協議や審判等によって具体的な内容が確定されるま

ではその範囲や内容が不確定・不明確な権利であるため，そのような請

求権を保全するために債権者代位権を行使することはできないとされて

いる（最判昭55.7.11）。 

判例（最判平13.11.22○マ） 

遺留分減殺請求権は，遺留分権利者が，これを第三者に譲渡する等，権利

行使の確定的意思を有することを外部に表明したと認められる特段の事情が

ある場合を除き，債権者代位の目的とすることができないと解するのが相当

である。 

(2) 債権譲渡の通知 

譲受人が譲渡人に代位して，債権譲渡の通知をすることができるか。 

→できない（大判昭5.10.10）。 

（理由） 

①権利を失う譲渡人からの通知だから信憑性があるのであって，譲受人が

通知しても信用できない。 

②譲渡人が債務者に譲渡の通知をしないときは，譲受人は譲渡人に対して

譲渡の通知をするように請求することができる。 

※譲受人が譲渡人の代理人として通知をすることは，許される。 

※債権がＡからＢ，ＢからＣと順次に譲渡された場合には，ＣはＢのＡに

対する，債務者に通知すべき旨の請求権を代位行使することができるか。 

 

 

 

 

 

 

→できる。 

 

３ 要件 

①債権を保全するために必要であること 

②債務者が権利行使しないこと 

③債権が履行期にあること 

Ａ Ｂ Ｃ 

債務者 

債権譲渡 債権譲渡 

通知請求権 

代位行使？ 

債権 
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1. 債権を保全するために必要であること（要件①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 原則 

民法 423条の本来の目的は，債務者の責任財産の減少を防止し，総債権者の

共同担保を保全することにある。従って，債務者に対する不当な干渉を避ける

ため，原則として以下の要件を満たしていなければならない（最判昭49.11.29）。 

①被保全債権は金銭債権であること 

②債務者が無資力であること 

(2) 例外 

判例は，特定の債権の保全のための代位を認め，権利の内容が資力の有無と

関係のない債権の保全のための代位の場合は，資力の有無に関係なく代位権の

行使を認める。 

2. 債務者が権利行使しないこと（要件②） 

債務者が権利行使したときは，たとえその行使が債権者に不利益であっても

（不利益な代物弁済の承認等），債権者はもはやその権利を代位行使できない

（最判昭28.12.14）。被代位債権は，本来は債務者の債権であり，不当な干渉

となるからである。 

3. 債権が履行期にあること（要件③） 

(1) 原則 

債権者代位権は本来，強制執行の準備手続を目的とするものであるから，強

制執行が可能な状態にあること，すなわち被保全債権が弁済期にあることが必

要である。 

(2) 例外 

(a) 裁判上の代位：裁判所の許可を得て代位すること 

弁済期前の代位権行使を認めなければ債権を保全できなくなる場合がある

ものの，その判断を債権者に委ねると債務者への不当な干渉となるおそれが

あるため，裁判上の代位に限って弁済期前の行使を認めた（民法 423条 2項

本文）。 

無資力：債務を弁済するだけの金銭的能力のない状態 

 

（設例） 

Ａ→Ｂ→Ｃと順次土地が売買されたが，登記名義はＡのままである。Ｃは

Ｂに対する登記請求権を被保全債権として，ＢのＡに対する登記請求権を代

位行使することができるか？ 

 

 

 

Ａ Ｂ Ｃ 

○登  
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(b) 保存行為 

債務者の財産の現状を維持する行為 

ex. 時効中断 

保存行為は急速を要することが多く，また，これにつき弁済期前の代位行

使を認めても債務者の不利益は少ないため例外とした（民法423条 2項ただ

し書）。 

 

４ 債権者代位権の行使 

1. 行使の方法 

債権者は，自己の名で債務者の権利を行使する。 

(1) 相手方（第三債務者）の地位 

債権者代位権は，債権者が債務者の権利を行使するものである。そのため，

相手方は，債務者に対して有するすべての抗弁(ex. 同時履行の抗弁権)を対抗

できる。 

(2) 債務者への引渡し 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

（設例） 

(1) ＡがＢに貸金債権30万円を有し，ＢがＣに貸金債権30万円を有してい

る。両債権の弁済期が到来しており，Ｂが無資力であるにもかかわらず，

Ｃに対する債権を行使しない場合，ＡはＢに代位して，Ｃに対し，直接自

己に 30万円を支払えということができるか？ 

 

 

 

 

 

 

(2) 上記(1)の事例において，ＢがＣに対して有している債権がパソコンの

引渡請求権である場合，ＡはＢに代位して，Ｃに対し，直接自己へのパソ

コンの引渡しを請求できるか？ 

 

 

 

 

 

 

Ｂ Ｃ 

30万円 

30万円 

Ａ 

 

Ｂ Ｃ 

30万円 

Ａ 

引渡請求権 
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（設例） 

Ｂに対して50万円の金銭債権を有するＡが，ＢのＣに対する 100万円の

金銭債権を代位行使する場合，Ａは 100万円の支払を請求できるか？ 

 

 

 

 

 

権利行使の効果は債務者に帰属するため，債務者に履行せよと請求するのが

原則である。ただし，判例は，第三債務者の代位債権者への給付も有効である

としている。債務者が受領しないと債権者代位権の行使が無意味なものになる

からである（大判昭10.3.12）。 

また，物の引渡請求の場合，直接自己への引渡しを請求できる（建物の不法

占拠者に対する明渡しにつき最判昭 29.9.24，抵当建物の不法占拠者に対する

明渡しにつき最大判平11.11.24，最判平 17.3.10）。 

(3) 登記移転請求を代位行使する場合 

債務者名義に移転すべきことを請求することができるにとどまる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 行使の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

債権保全に必要な範囲に限られる。すなわち，自己の債権額の範囲に限られ

る（最判昭44.6.24）。 

ただし，対象となる権利が不可分の場合（ex. パソコン1台の引渡し）は全

部について行使できる。全部について行使せざるを得ないからである。 

3. 行使の効果 

①代位権行使の効果は債務者に帰属し，総債権者の共同担保となる(=代位行使

した債権者だけが他の債権者より得をするというわけではない)。代位債権者

が直接引渡しを受けた場合でも同様である。 

【（2）と（3）の結論が異なる理由】 

債務者の受領拒否の可能性があるかどうかで結論が異なっている。 

（2）の引渡し → 債務者が受け取ろうとしないという受領拒否の可能性が

ある 

（3）の登記  → 債権者が債務者に代位して登記申請をするため，受領拒

否の可能性がない 

 

Ｂ Ｃ 

50万円 

100万円 

Ａ 
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しかし，金銭債権の場合，債権者は受領した金銭の返還債務と自己の債権

とを相殺することで事実上優先弁済を受けることができることになる。これ

は，制度の不備といわれている。 

②代位権行使による訴訟の判決の効力は，債務者にも及ぶ（民訴法 115条 1項

2号）。 

 

５ 債権者代位権の転用 

債権者代位権は，本来，責任財産保全のための制度であるから，被保全債権は

金銭債権に限られるのが原則である。しかし，特定債権保全のために代位権行使

を転用することも認められている。 

1. 債務者の無資力要件 

債権者代位権の転用が認められる場合，債務者の無資力要件は不要である。 

2. 転用の例 

(1) 登記請求権の保全 

①Ａ→Ｂ→Ｃと不動産が譲渡されたが，登記がＡのもとにある場合，中間省略

登記は原則としてできない以上，ＣがＡに対して，直接自己名義への登記手

続を請求することは認められない（最判昭40.9.21）。 

もっとも，ＣはＢに対する登記請求権を被保全債権として，ＢのＡに対す

る登記請求権を代位行使できる（大判明43.7.6）。 

②Ａ→Ｂ，Ａ→Ｃへと不動産が二重譲渡されＣが登記を得たが，ＡＣ間の譲渡

が売買契約によるものであり，その契約が解除されたときは，Ｂは，ＡがＣ

に対して有する所有権移転の登記の抹消請求権を代位行使することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

○登  

 

Ａ          Ｂ 

Ｃ 

①譲渡 

②譲渡 

③ 

④解除 

抹消 
請求権 

代位行使 
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（設例） 

ＡはＢに土地を売却したが，所有権移転の登記をしないうちに死亡した。

Ａの相続人ＣＤのうちＤが登記手続に協力しないため，買主Ｂも同時履行の

抗弁権を主張し，代金の支払に応じない場合，Ｃは，代金請求権を被保全債

権として，ＢのＤに対する移転登記請求権を代位行使することができるか？ 

 

 

 

 

 

 

 

③Ａ→Ｂ→Ｃと不動産が譲渡されたが，登記がＡの下にある場合において，Ｄ

が契約書等を偽造して，その不動産につきＡからＤへの所有権移転の登記を

経由してしまったときには，債権者代位権の代位行使も認められているため

（最判昭 39.4.17），Ｃは，Ｂの債権者として，ＢがＡに代位してＤに対し

行使し得る所有権移転の登記の抹消請求権を代位行使することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 共同相続人間の移転登記請求権の代位行使  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記設例のように，不動産の売主を相続したＣＤのうち，Ｄが移転登記に協

力しない場合，Ｃは，買主Ｂの有する同時履行の抗弁権を喪失させ，代金請求

権を保全するため，ＢのＤに対する登記請求権を代位行使できる（最判昭

50.3.6○マ）。 

この場合，被保全債権は金銭債権であるが，強制執行の準備のために行使す

るものではないので，転用の事例とされる（無資力要件が不要）。 

 

Ｄ 

①譲渡 

代位行使 
代位行使 ③偽造して 

移転登記 

Ａ Ｂ Ｃ 

○登  

 

②譲渡 

抹消 
請求権 

移転登記請求権 

Ａ Ｂ 

Ｃ 

①売却 

代位行使？ 

②死亡 

○登  

 

Ｄ 
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（設例） 

Ｂは，Ａから土地を賃借しているが，Ｃがその土地を不法に占有している。

賃借人Ｂは，賃貸人Ａがなにもしてくれない場合，ＡのＣに対する妨害排除

請求権を代位行使して，Ｃの占有を排除できないか？ 

 

 

 

 

 

(3) 賃借権の保全 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記設例のように，ＢがＡから土地を賃借したが，その土地上に不法占拠者

Ｃがいる場合，ＢはＡに対する賃借権を被保全債権として，ＡのＣに対する妨

害排除請求権を代位行使できる（大判昭4.12.16）。 

この場合，土地の賃借人が，直接自己に対してその明渡しをなすべきことを

請求することができると解されている（最判昭29.9.24）。 

※転借人 

上記設例において，ＢからＤが土地を転借している場合，転借人Ｄは，Ｂ

が有する債権者代位権をさらに代位行使することができる。 

妨害排除 
請求権 

Ａ Ｂ 

Ｃ 

賃貸 

代位行使？ 
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「詐害行為」は，積極的に債権者を害する行為です。たとえば，あなたが

私に1000万円を貸していたとします。その場合に，私は，唯一の目ぼしい

財産である土地をＡさんに贈与しました。どう思いますか？ 

 

Ⅱ 詐害行為取消権（債権者取消権） 
 

 

 

 

学生 「『債権者代位権』と，どう違うんですか？」 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

学生 「『ふざけるな！』って思います。1000万円を弁済してもらえなかった場合

には，その土地を競売しようと思っていたのに。なるほど，こういう場合

に，無条件で土地の贈与を取り消すことができるんですね。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民法４２４条（詐害行為取消権） 

１ 債権者は，債務者が債権者を害することを知ってした法律行為の取消しを裁判所に請

求することができる。ただし，その行為によって利益を受けた者又は転得者がその行

為又は転得の時において債権者を害すべき事実を知らなかったときは，この限りでな

い。 

２ 前項の規定は，財産権を目的としない法律行為については，適用しない。 

次は，「債権者代位権」と同じく，債務者の責任財産の保全を制度趣旨と

する「詐害行為取消権」の話です。 

私 Ａ 

1000万円 

無条件というわけではありません。詐害行為取消権は，現在の状況をひっ

くり返す（取り消す）という大きな影響を伴うものですから，その行使に

は，厳しい要件が要求されています。 

 

あなた 


